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関連する施策展開 

関連する施策展開 

○幅広い年代の都民の学習機会を充実するため、社会教育施設の利用者への適切なサ

ービスを提供します 

○文化財に対する保護の必要性や重要性を広く都民に周知します 

 

１ 都立図書館におけるサービスの充実（地域教育支援部） 

(1) 情報サービスの推進 

首都東京の広域的・総合的情報拠点として都民の調査研究を支援するこれまでの事業に加

え、「都立図書館実行プラン to 2020」（平成 30年１月策定）に基づき、以下のような事業に

取り組み図書館サービスの向上を図る。 

ア 東京 2020オリンピック・パラリンピック関連情報をはじめとした「東京」情報を国内外

に広く提供・発信する。 

中央図書館１階の３展示コーナー（オリンピック・パラリンピック、伝統・文化、Books 

on Japan）の活用や、企画展示・講演会等イベントの充実、オリンピック・パラリンピッ

ク関連の Webコンテンツ充実等により、一層の機運醸成と利用促進を図る。 

また、オリンピック・パラリンピック関係資料の収集や、区市町村立図書館との連携事

業による機運醸成にも取り組む。 

さらに、「東京」に関する情報の拠点として、江戸・東京関係コンテンツの充実や国内外

に向けた情報発信を強化する。 

【平成 30年度】 

・所蔵数（平成 30年度末) 図書 2,633,901冊、雑誌 25,888種、新聞 1,379種 

・入館者数 <中央> 336,294人 <多摩> 211,890人 

・企画展示 <中央> １回      

・講演会 <中央> １回 

・「Tokyoアーカイブ」 アクセス数 600,417件 コンテンツ数 52,543件 

イ 東京に集う人々の多様な知的活動や「学び」を支援する。 

資料収集やサービス等への各種調査結果を踏まえたニーズの反映、レファレンスサービ

スのＰＲ強化等により、多様な学びの支援に取り組む。 

中央図書館では、重点的情報サービスのターゲットを明確化した上で、講演会や関連機

関との連携事業等を企画・実施する。多摩図書館では「東京マガジンバンクカレッジ」事

業として、ワークショップや講演会、企画展示等を定期的・継続的に開催し、カレッジパ

ートナーとの協働や交流の活性化を図るほか、児童・青少年の読書活動の推進を図る事業

を行う。 

また、外国語資料や各国情報の一層の充実、外国人向けツアー・ガイダンスの実施、大

使館や国際交流団体との連携事業実施等により、外国人を含む多くの方の利用を促進する。 

さらに、都内の学校に対して行っている児童・生徒の読書や学習活動、教職員の授業研

究及び学校図書館運営等への支援事業を引き続き実施するとともに、都庁各部局への資

料・情報面での支援強化を図る。 
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関連する施策展開 

・レファレンス件数 <中央> 54,217件 <多摩> 17,849件 

・政策立案支援サービス 

レファレンス 2,158 件、資料の貸出 945 冊、複写枚数 7,225 枚 

・企画展示 <中央> ４回 <多摩> ５回 

・講演会・セミナー <中央> 13件 <多摩> ８件 

・学校支援サービス  

学校からのレファレンスや読書相談 322 件 

職場体験の受入れ  <中央> ５校、14 名   <多摩> ６校、45 名  

校外学習の受入れ  <中央> ６校、997名 <多摩> 14 校、2,079名 

ウ 「ハコ・モノ・ヒト」の充実を図り、より良い利用環境を構築する。 

調査研究や学習活動、読書活動など様々なニーズや活動に応えるため、施設・設備面で

の整備や、電子書籍などＩＣＴ化に対応した多様な情報源へのアクセス環境整備を図る。 

中央図書館では、劣化度調査に基づく修繕計画に基づき改修工事を行う。また、他の文

化施設、図書館、自治体等への施設貸出を促進することにより、都立図書館の資料の活用、

来館促進につなげる。 

また、利用者と資料・情報をつなぐ司書の専門的資質向上を図るため、ＯＪＴや各種研

修を実施することにより人材の育成を促進する。 

【平成 30 年度】 

・交流ルーム、コミックコーナーの新設 

・オンラインデータベースの導入数 34 種類（無料 33、有料１） 

・電子書籍のタイトル数  2,118 タイトル 

エ 広報活動を刷新し、積極的な情報発信や PRを行う。 

都立図書館の存在やサービスの認知度を高めて利用を促し、既利用者にも所蔵資料の魅

力を伝え十分に資料を活用してもらうため、広報に関する取組を更に強化する。館外にお

いて開催されるイベントへの出展や、ホームページ、ソーシャルメディア（Twitter 及び

Facebook）の活用等により、都立図書館のサービスや事業の周知を図る。 

また、ホームページやデジタルサイネージなど各種広報媒体での多言語による発信を推

進する。 

【平成 30 年度】 

・都立図書館ホームページ（トップページ）アクセス数 836,731 件 

・SNS 利用状況 Twitterフォロワー数 13,786 人、Facebookリーチ数 344,491 人 

・館外イベント ３回 

 

(2) 区市町村立図書館への協力支援  

ア 区市町村立図書館に対し、協力貸出や研修等多様な協力事業の展開を図るとともに、統

合検索システム等を活用した区市町村立図書館間の協力体制の整備を支援する。 

【平成 30 年度】 

・都内区市町村立図書館への協力貸出 

図書 66,131 冊、雑誌 5,631 冊  合計 71,762 冊 

・区市町村立図書館職員等に対するレファレンス研修などの専門研修 延べ 13回 

イ 都全体の図書館サービスの向上を目指し、東京都公立図書館長連絡会や東京都図書館研

【平成 30 年度】 
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関連する施策展開 

究交流会等により、区市町村立図書館との連携・協力を図る。 

【平成 30 年度】 

・東京都公立図書館長連絡会 全体会 ２回・幹事会 ２回 

・東京都図書館研究交流会 ４回 

 

２ 子供の読書活動の推進（地域教育支援部） 

平成 27 年２月に策定した「第三次東京都子供読書活動推進計画」に基づき、不読率の更なる改

善、読書の質の向上及び読書環境の整備に向けた取組を行う。 

(1) 成長段階に合わせた取組 

  ア 乳幼児の読書活動の推進 

  イ 小・中学生の読書活動の推進 

  ウ 高校生等の読書活動の推進 

エ 特別な支援を必要とする児童・生徒の読書活動の推進 

(2) 読書活動推進の基盤づくり 

ア 読書活動推進状況等の調査 

イ 読書活動を支える人材の育成 

(3) オリンピック・パラリンピック開催を見据えた読書活動の充実 

   ア 学校におけるオリンピック・パラリンピック教育を通じた調べ学習の充実 

   イ オリンピック・パラリンピック関連資料の紹介（都立図書館） 

 

３ 体験活動の充実（地域教育支援部） 

東京スポーツ文化館（区部ユース・プラザ）及び高尾の森わくわくビレッジ（多摩地域ユース・

プラザ）において、各施設の利用サービスの提供、それぞれの施設の特徴を生かしたユース・ス

クエア事業、社会教育事業や文化・スポーツ教室を実施し、広く都民に文化・学習活動やスポー

ツ活動の機会と場を提供する。両施設とも管理・運営業務はＰＦＩ方式で行っており、東京スポ

ーツ文化館は、ＰＦＩ区部ユース・プラザ（株）が、高尾の森わくわくビレッジは京王ユース・

プラザ（株）がそれぞれ受託している。 

(1) 東京スポーツ文化館（区部ユース・プラザ） 

【平成 30 年度】（延べ人数） 

文化・学習施設及びスポーツ施設の利用者 298,532 人 

社会教育事業（都委託事業）参加者 415 人 

施設を利用したスポーツ教室等の参加者 11,526 人 

(2) 高尾の森わくわくビレッジ（多摩地域ユース・プラザ） 

【平成 30 年度】（延べ人数） 

文化・学習施設、スポーツ施設及び野外活動施設の利用者 235,646 人 

社会教育事業（都委託事業）参加者 5,563 人 

施設を利用した文化・スポーツ教室等の参加者 1,043 人 

 

４ 適切な文化財の保護施策の実施（地域教育支援部） 

都教育委員会は、区市町村教育委員会、文化財の所有者、都民等の協力を得て文化財保護行政
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関連する施策展開 

及に努めている。 

(1) 文化財の保護 

ア 文化財保護審議会 

東京に伝わる有形・無形の文化財の保護に努めるとともに、文化財の公開・活用を推進

するため、教育委員会の諮問に応じて文化財の指定、保存及び活用に関する重要事項を調

査審議し、これらの事項について教育委員会に建議する。 

（令和元年９月 15 日現在 都指定文化財総数 825 件） 

(ｱ) 令和元年度東京都指定文化財として諮問したもの等 

a 新たに指定するもの 

(a) 東京都指定有形文化財（建造物） 旧赤坂仮皇居御会食所（明治記念館本館） 

(b) 東京都指定有形文化財（建造物） 旧本田家住宅 

(c) 東京都指定有形文化財（彫刻） 木造慈恵大師坐像 

(d) 東京都指定有形民俗文化財 多摩川中流域の船大工用具 

(e) 東京都指定名勝及び史跡 牧野記念庭園（牧野富太郎宅跡） 

イ 文化財調査活動 

     都内に遺存する文化財の現状を把握するとともに、急激な開発事業の進行と生産様式・

生活様式の変化に直面している文化財及び伝統的技術の現存状況の実態を調査し、保護計

画立案の資料とする。平成 24 年度から平成 28 年度までで、東京都に所在する近代化遺産

（建造物等）について、歴史的沿革、建築技術・技法に関する調査を悉(しっ)皆的に実施

する「東京都近代化遺産総合調査」を行った。 

ウ 文化財の保存助成 

国指定及び都指定文化財を良好な状態において保存し後世に伝えるために、文化財の解

体復原修理、破損修理、無形文化財の保存・伝承に関する事業など、多額の経費を要する

ものに対して、補助・助成する。 

【平成 30 年度】 国指定文化財 85 件、都指定文化財 44 件の助成を実施 

エ 文化財の保護管理 

文化財保護法及び東京都文化財保護条例に基づき、都教育委員会が管理団体となってい

る文化財の管理を行うほか、指定文化財の所有者又は管理者に対して、管理公開謝礼を支

払う。 

【平成 30 年度】 206 件  

オ 文化財保護思想の普及 

文化財に対する保護の必要性や重要性を広く都民に周知するため、文化財保護思想の普

及充実を図る。「文化財の保護」、「東京の文化財」等の啓発資料の作成及び配布、文化財記

録映画作成を行う。また、都民俗芸能大会や日本伝統工芸展の共催など文化財関係事業の

共催・後援事業を行う。 

カ 東京文化財ウィーク 

東京文化財ウィークは、令和元年度で 22 回目となり、都民への文化財情報の周知やウィ

ークへの参加を推進してきた。 

平成 24 年度から平成 29 年度まで文化財の紹介と文化財をより身近なものと感じてもら

うため、文化財を巡るコースを設定し、テーマを決め、パンフレットを作成・配布した。 

令和元年度の都内全域での文化財の公開は、252 か所 503 件、また、10 月から 11 月まで
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関連する施策展開 

の２か月間に文化財に関わる事業の展開は 257事業となった。 

キ 銃砲刀剣類の登録 

都民の所持する美術品又は骨董品として価値のある火縄式銃砲等古式銃砲及び美術品と

して価値のある刀剣類の登録を行う。 

【平成 30年度】新規登録数 1,744件 

ク 博物館の登録等 

教育及び文化の発展に寄与することを目的とした都内に所在する博物館について、博物

館法に基づき登録、登録事項の変更及び登録の抹消を行う。また、博物館建設計画等につ

いて、その求めに応じて、設置及び運営に関する専門的、技術的指導及び助言を行う。 

【平成 30年度】博物館相当施設の指定 1件  

(2) 埋蔵文化財の保護管理 

ア 埋蔵文化財の保護管理 

都内に残されている埋蔵文化財（土地に埋蔵された文化財）を保護するため、遺

跡の周知徹底を図る。遺跡の保存が難しい場合は、発掘調査を実施し記録保存を行

う。また発掘調査の成果を活用し、普及啓発を行う。 

(ｱ)  埋蔵文化財発掘調査等 

【平成 30年度】 

・文化財保護法に基づく発掘届等処理件数 4,483件 

・国（公社・公団含む。）及び東京都の開発事業に先立ち実施する発掘調査の指導監督  

27件 

(ｲ)  東京都埋蔵文化財年報等の報告書刊行 

(ｳ)  区市町村教育委員会が実施する埋蔵文化財発掘調査事業等及び埋蔵文化財の活用事

業に対する補助 

【平成 30年度】 

・遺跡緊急発掘調査費補助 40区市町 

・埋蔵文化財保存活用整備事業 ８区市町  

(ｴ)  行政担当者を対象とした埋蔵文化財担当者会議の開催 

(ｵ)  広く都民を対象とした遺跡調査・研究発表会の開催 

イ 出土品の保管（埋蔵文化財収蔵庫） 

     都内埋蔵文化財の調査により出土した資料等を収蔵管理し、資料等の貸出しにより活用

を進め埋蔵文化財の広報・普及を図る。 

【平成 30年度】 

・展覧会利用による博物館等への貸出 51件 

ウ 東京都立埋蔵文化財調査センターの管理運営 

発掘調査に伴う出土品と調査記録等を適切に保管するとともに、調査研究、出土品

等の資料展示による普及事業を行う。 

なお、埋蔵文化調査センターの管理運営は、平成 18 年４月から指定管理者制度を導

入し、現在は公益財団法人東京都スポーツ文化事業団へ委託している。  

(ｱ) 多摩ニュータウン区域内からの出土品を中心とした常設展示・企画展示 

(ｲ) 縄文時代集落の遺跡を遺跡庭園「縄文の村」として整備・公開 

関連する施策展開 

関連する施策展開 

○幅広い年代の都民の学習機会を充実するため、社会教育施設の利用者への適切なサ

ービスを提供します 

○文化財に対する保護の必要性や重要性を広く都民に周知します 

 

１ 都立図書館におけるサービスの充実（地域教育支援部） 

(1) 情報サービスの推進 

首都東京の広域的・総合的情報拠点として都民の調査研究を支援するこれまでの事業に加

え、「都立図書館実行プラン to 2020」（平成 30年１月策定）に基づき、以下のような事業に

取り組み図書館サービスの向上を図る。 

ア 東京 2020オリンピック・パラリンピック関連情報をはじめとした「東京」情報を国内外

に広く提供・発信する。 

中央図書館１階の３展示コーナー（オリンピック・パラリンピック、伝統・文化、Books 

on Japan）の活用や、企画展示・講演会等イベントの充実、オリンピック・パラリンピッ

ク関連の Webコンテンツ充実等により、一層の機運醸成と利用促進を図る。 

また、オリンピック・パラリンピック関係資料の収集や、区市町村立図書館との連携事

業による機運醸成にも取り組む。 

さらに、「東京」に関する情報の拠点として、江戸・東京関係コンテンツの充実や国内外

に向けた情報発信を強化する。 

【平成 30年度】 

・所蔵数（平成 30年度末) 図書 2,633,901冊、雑誌 25,888種、新聞 1,379種 

・入館者数 <中央> 336,294人 <多摩> 211,890人 

・企画展示 <中央> １回      

・講演会 <中央> １回 

・「Tokyoアーカイブ」 アクセス数 600,417件 コンテンツ数 52,543件 

イ 東京に集う人々の多様な知的活動や「学び」を支援する。 

資料収集やサービス等への各種調査結果を踏まえたニーズの反映、レファレンスサービ

スのＰＲ強化等により、多様な学びの支援に取り組む。 

中央図書館では、重点的情報サービスのターゲットを明確化した上で、講演会や関連機

関との連携事業等を企画・実施する。多摩図書館では「東京マガジンバンクカレッジ」事

業として、ワークショップや講演会、企画展示等を定期的・継続的に開催し、カレッジパ

ートナーとの協働や交流の活性化を図るほか、児童・青少年の読書活動の推進を図る事業

を行う。 

また、外国語資料や各国情報の一層の充実、外国人向けツアー・ガイダンスの実施、大

使館や国際交流団体との連携事業実施等により、外国人を含む多くの方の利用を促進する。 

さらに、都内の学校に対して行っている児童・生徒の読書や学習活動、教職員の授業研

究及び学校図書館運営等への支援事業を引き続き実施するとともに、都庁各部局への資

料・情報面での支援強化を図る。 
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関連する施策展開 

(ｳ) 博物館や文化財関係機関等の要請に応じた収蔵品の貸出し 

【平成 30年度】 

・入館者数 28,465人 

 

５ 東京都教育の日（地域教育支援部） 

都民の教育に対する関心を高め、次代を担う子供たちの教育に関する取組を都民全体で推進し、

都における教育の充実と発展を図るため、平成 16 年２月に、毎年 11 月の第一土曜日（令和２年

度は 11月７日）を「東京都教育の日」と定めた。 

また、10月から 11月までの間を「東京都教育の日」推進期間とし、「東京都教育の日」の趣旨

にのっとった事業を、都内の学校、区市町村及び都庁各局において実施している。

 


